
２ 一般会計・特別会計実質収支

 うち地方

 歳 入 総 額  歳 出 総 額  歳入歳出  実質収支額  自治法第

差引額  233条の2

 継続費 繰  越 事　故  　　計  の規定に

 逓　次 明許費 繰越し  よる基金

 　　　　　Ａ 　　　　　Ｂ   Ｃ (A-B)  繰越額 繰越額 繰越額  　　　　Ｄ  　Ｅ (C-D)  繰入額

700,691,551 697,514,436 3,177,115      － 2,920,262 57,064 2,977,326 199,789 99,895

 競輪事業 16,912,493 16,791,588 120,905  　　－  　　 －  　　－  　　 － 120,905  　　　－

 卸売市場事業 1,669,337 1,669,337 0  　　－  　　 －  　　－  　　 － 0  　　　－

特  国民健康保険事業 141,312,760 138,813,268 2,499,492  　　－  　　 －  　　－  　　 － 2,499,492  　　　－

 母子父子寡婦福祉 500,945 408,555 92,390  　　－  　　 －  　　－  　　 － 92,390  　　　－

    資金貸付事業

 後期高齢者 15,177,425 14,442,717 734,708  　　－  　　 －  　　－  　　 － 734,708  　　　－

別
        医療事業

 公害健康被害 236,946 85,327 151,619  　　－  　　 －  　　－  　　 － 151,619  　　　－

        補償事業

86,933,263 86,457,976 475,287  　　－ 12,878  　　－ 12,878 462,409  　　　－

2,155,932 1,837,141 318,791  　　－ 307,871  　　－ 307,871 10,920  　　　－

 会 98,077 98,077 0  　　－  　　 －  　　－  　　 － 0  　　　－

        共済事業

511,939 146,706 365,233  　　－  　　 －  　　－  　　 － 365,233  　　　－

593,789 400,956 192,833  　　－  　　 －  　　－  　　 － 192,833  　　　－

   ゴルフ場事業

 計 387,643 387,643 0  　　－  　　 －  　　－  　 　－ 0  　　　－

      取得等事業

212,252,727 212,252,727 0  　　－  　　 －  　　－  　　 － 0  　　　－

　実質収支      形式収支（歳入歳出差引額）から翌年度繰越事業費等に充当されるべき財源を差し引いた実際の当年度の

　　　　　　　　収支を明らかにするものである。

 公債管理

 墓地整備事業

 生田緑地

 公共用地先行

 　翌年度へ繰り越すべき財源

 一般会計

 港湾整備事業

 勤労者福祉

 介護保険事業

区　　　　分


